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要約
現在 , ロイヤリティ・プログラムの一環としてポイント

プログラムがさまざまな企業で実施されているが, その
効果の検証方法は確立されていない。本論文では, 傾
向スコアを用い, ポイントプログラムの顧客ロイヤリティ
に対する育成効果を推定するための方法を提案する。
実際にID-POSデータから得られる共変量を用いて傾
向スコアを推定し, 星野（2009）の方法により因果効果
を推定した結果，値は正となった。したがって, 当該企
業のポイントプログラムによって顧客ロイヤリティは高め
られていると考えられ, 顧客の消費行動が促進されてい
ることが示唆された。
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1．	はじめに
現在 , 日本の小売業やサービス業においては, 商品

やサービスの多様化に伴い競合する企業が増えている。
こうした状況下では, 顧客ロイヤリティを高め, 消費者を
囲い込むことが非常に重要である。顧客の忠誠心（ロイ
ヤリティ）を得ること, すなわち顧客を自社に囲い込ん
で売上高の増加を達成することを目的とする（海保，
2010）施策に, ロイヤリティ・プログラムがあり, その1
つがポイントプログラムである。ポイントプログラムは, 
一定期間当該ブランドや企業の商品・サービスを忠実に
利用した会員に対してインセンティブを提供するマーケ
ティング施策であり, 日本における初めてのポイントプロ
グラムは, 1989 年に導入されたヨドバシカメラの「ゴール
ドポイントカード」とされている。現在では, 商品を販売
する企業にとどまらず, サービスを提供する企業も, そ

の多くがポイントプログラムを導入している。例えば , 
購入一定金額に対してポイントが付与されたり, 顧客の
購買行動に応じて変動する評価ステージごとにポイン
トが付与されたりするなど, その形態はさまざまであ
る。こうしたプログラムには, ポイントを獲得しようとす
る購買活動が促進される短期的な影響と, ポイント獲
得後に購買活動が促進される長期的な影響の2 つの
効果があるとされている（Taylor & Neslin, 2005）。し
かしDowling & Uncles（1997）では, こうしたプログラ
ムでは消費者の行動を根本的に変化させることは難し
いという指摘がなされている。また, 消費者にとってロ
イヤリティ・プログラムが当たり前となった現在 , 「ポイ
ントはもらうものの, ポイントのためだけに商品・サービ
スや店舗を決めるわけではない」という消費者が増加し
ていることが冨田（2013）で示唆されており, 適切なプロ
グラムでないものはバラマキとなり, 企業にとっては重大
な損失となる。したがって, ポイントプログラムなどイン
センティブを消費者に与えるプログラムの効果を測定す
ることは非常に重要である。しかし, こうしたプログラム
に関して, 顧客ロイヤリティへの効果の定まった測定法
は確立されていない。

2．	目的
図1は, ある企業における優良顧客（実線）と非優良

顧客（点線）の各月の1回の平均購入金額を示したもの
である。この企業では1年間の顧客の購入金額に応じ
て評価ステージが変動し, そのステージに応じてポイン
トが付与されるポイントプログラムを行っている。このと
き優良顧客はインセンティブを受けており, 非優良顧客
はインセンティブを受けていない。このポイントプログラ
ムは2月にステージが一度リセットされ, インセンティブ
も消失する。

このようなポイントプログラムにおけるロイヤリティへ
の効果の測定方法として, まず施策を実施する前後で
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比較する方法がある。プログラムの実施後と実施前の
平均購入額の差を効果と考えるため, 算出は容易であ
る。しかし, 季節や時期による影響や外部からの影響を
取り除くことができないという問題点を抱えている。こ
の問題点を改善する方法として, 施策実施の有無で群
分けして比較する方法がある。この方法では, 同時期の
データを比較するため, 季節や時期, 外部からの影響は
受けない。しかし, 全ての時点で群間の差を直接プログ
ラムの効果とすることはできず, さらに群によって特性
が異なってしまう場合には, 正しく効果を測定すること
ができない。

図1において5月から2月までの優良顧客と非優良顧
客の平均購入金額の差は, プログラムにより高められた
ロイヤリティだけではなく, インセンティブによる影響を
含んでいる。したがって, インセンティブを与えている時
点での差をプログラムによって高められたロイヤリティ
の効果とすることはできない。インセンティブによる影
響を取り除くために, ステージのリセットに伴いインセン
ティブが消失した3月時点における優良顧客と非優良
顧客の平均購入金額の差を比較することを考えると, そ
の差は2,936円である。しかしこの差は依然として, プ
ログラムによって高められたロイヤリティの効果を純粋
に示しているわけではない。優良顧客群と非優良顧客
群はランダムに割り当てられておらず, プログラム実施前
から持つロイヤリティに違いがあるためである。もともと
ロイヤリティが高いからインセンティブを得られたので
あり, その差はインセンティブがロイヤリティを育成した
効果だけで説明されたものではないからである。

したがって, プログラムの効果を測定するためには優
良顧客群と非優良顧客群のもともと持つロイヤリティを
調整し, 揃える必要がある。本論文では群間の差を調
整するために傾向スコアを用い, ポイントプログラムの
顧客ロイヤリティに対する育成効果を推定するための方
法を提案する。

3.	 方法
3.1	 因果効果

当該ブランドの優良顧客であるか否かは, 無作為に
割り当てられるのではなく, さまざまな変数によって影
響を受けているため, 単純に優良顧客と非優良顧客を
比較することではその差を測ることができない。こうし
た割り当ての問題は欠測データの問題として捉えること
ができる（Rubin, 1987）。

ここで, ポイントプログラムで優良顧客としてのインセ
ンティブを受けた時の従属変数の値を , インセンティ
ブを受けなかった時の従属変数の値を とし, 顧客が
優良顧客である場合には , 非優良顧客である場
合には をとる割り当て変数 を考える。また, 顧
客を とする。さらに, 優良顧客 処置群，

に関して実際には のみが観測されるが, 本来は
も存在しており, が欠測したデータであるとする。

同様に非優良顧客 対照群， に関して, が欠測
しているとする（図2）。

ここで, ルービンの因果効果（Rubin, 1974）を

図1　1回の平均購入金額 図2　データの欠側と割り当て
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非優良顧客でインセンティブ
を受けなかったときの結果
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によって定義する。優良顧客と非優良顧客の周辺期待
値 , は , 全顧客の期待値によって推定可能
だが, 欠測値を含むため実際に算出することはできな
い。また, 星野（2009）では, 因果効果は処置群と対照
群がどのような母集団から抽出されたものであるかに依
存する量であることが示されている。例えば, 処置群と
対照群の構成比率が 1対10ならば, 因果効果はほとん
ど対照群を抽出した元の母集団での因果効果とほぼ同
値であるとされている。本研究で検討する優良顧客群
と非優良顧客群は, 一般に1対10よりもその比は大きく
なるため, 因果効果は非優良顧客がインセンティブを受
けた場合の期待値と非優良顧客がインセンティブを受
けなかった場合の期待値の差

となる。したがって, 本研究においては， , 
つまり, 欠測している図2の（2）を算出することでポイン
トプログラムの効果を推定することが可能となる。

3.2	 傾向スコアによる因果効果の推定
傾向スコアは, Rosenbaum & Rubin（1983）によって

提案された無作為割り当てを伴わない観察研究におい
て因果効果を推定する方法であり, 人目の顧客の傾向
スコアは, 人目の顧客の共変量の値を , 割り当て変
数の値を とするとき, 1群に割り当てられる確率

で定義される。傾向スコアの推定には, 一般にロジス
ティック回帰やプロビット回帰が使用される。本研究で
はロジスティック回帰を用いる。このとき, 傾向スコアは
割り当てを2つのカテゴリカルな基準変数としたロジス
ティック回帰分析における共変量による条件付き予測
確率である。

通常の分析では , 優良顧客と非優良顧客の周辺期
待値 と の差を, 傾向スコアを用いて推定す
るが, 本研究では先に述べたとおり, のみ
を推定すればよいため, IPW 推定量（Rubin, 1985）
ではなく, 星野（2009,p.177）の の推定量
の式

を用いる。

4．	分析
4.1	 データ

本研究では, 経営科学系研究部会連合協議会主催
の平成 26 年度データ解析コンペティションで提供され
たデータを利用する。これは, 株式会社良品計画が展
開する無印良品の日本国内店舗およびオンラインショッ
プにおける2013 年 5月から2014 年 6月までの顧客 ID
付き購買履歴データである。本データには, 商品の購買
年月日, 時刻, 個数 , 価格, 購買店舗, 購買した顧客の
デモグラフィックス（年代 , 性別）が同時に記録されてい
た。また, 商品に関しては, 商品名のみではなく, 部門
名やデパートメント名, ライン名（商品の大分類）等も同
時に記録されていた。顧客データには, 株式会社良品
計画が展開するアプリ「MUJI passport」の入会日, 
MUJIカードの入会日についても記録されていた。

株式会社良品計画では, 3月から2月までの1年間の
購入金額に応じて変動する評価ステージごとにポイント
を付与しており, 1年間で20万円以上購入している顧客
をダイヤモンドステージ会員（最優良顧客）として位置づ
け, 1,000ポイントを付与している。なお, 会員のステー
ジは毎年2月にすべてリセットされる。

本研究では, 1回の平均購入金額によって顧客ロイヤ
リティを測ることとした。1度の購買活動で家具などの
高額商品を購入したり, 雑貨等の商品をまとめて購入し
たりする顧客は無印良品に対するロイヤリティが高いと
考えられるためである。今回はデータ利用の制約上 , 平
均購入金額を顧客ロイヤリティの指標として用いたが, 
その他にも, 購買リピート率や顧客満足度 , 他者への推
奨意向などが考えられるだろう。図1の折れ線グラフは, 
2013 年5月から2014 年3月までのダイヤモンド会員と一
般会員の1回の平均購入金額を示した図である。2月に
会員のステージがリセットされるため, 3月の平均購入金
額を従属変数とし, 5月から2月までのデータは共変量
の算出に使用した。

分析の対象とした期間は, 2013 年5月から2014 年3
月までの11 ヵ月であり, 分析の対象とした顧客は, 2014
年2月までに20万円以上購入しているダイヤモンド会員
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9,509 名と2014 年2月までに5回以上購入している一般
会員から無作為抽出した9,509 名の計19,018 名であっ
た。本研究では共変量として購買間隔を扱うため, 購入
した回数を5回以上の会員に絞って分析を行った。これ
は分析上の制約であり, 4回以下の会員を考慮できてい
ない。また, そもそも会員でなければ購買データを得る
ことはできないため, 一般的かつ大多数を占める一般
顧客を考慮できていないという点には注意が必要であ
る。

4.2	 傾向スコアの推定
傾向スコアを算出するために, 性別（不明＝0，男性＝

1，女性＝2）, 年代（不明＝0，10 代以下＝1，20 代＝2，
30 代＝3，40 代＝4，50 代＝5，60 代＝6，70 代以上＝
7）, MUJIカードの有無（無し＝0，有り＝1）, 無印良品
週間 4期間中の購入回数 , 使用店舗数 , 総購入デパート
メント数 , 実店舗使用率, 最大購入間隔, キャンセル回
数 , 平均購入個数 , 最大購入個数の11項目の共変量を
用いた。星野・前田（2006）や星野（2007）では, 共変量
を選択するための4つの基準が提案されている。本研
究では, 変数の数や質に制限があることから, 2つ目の
基準に重点を置き, 従属変数と関連があると思われる
変数をなるべく多く投入する（星野，2009）ことで傾向ス
コアを算出する。なお, 傾向スコアの推定にはロジス
ティック回帰分析を用いた。

5．結果
はじめに, 推定された傾向スコアを図3に示す。黒が

一般会員を, 灰色がダイヤモンド会員を表している。図3
より傾向スコアの値は, 一般会員の方が小さく, ダイヤモ
ンド会員の方が大きい傾向にあることが分かる。ロジス
ティック回帰分析における正判別率は81.39％であり, 概
ね良好な推定であった。なお, 傾向スコアが 0.05未満
の場合には, 因果効果を算出する際に逆数をとったとき
の影響力が大きくなりすぎるため, 以降の分析では0.05
に固定して推定に利用した。

続いて, 平均購入金額の期待値を算出した結果, ダイ
ヤモンド会員がインセンティブを受けたときの平均購入
金額が 5,568.149円（図2における（1））, 一般会員がイ
ンセンティブを受けたときの平均購入金額が 4,666.461
円（図2における（2））, 一般会員がインセンティブを受
けなかったときの平均購入金額が 2,631.806円（図2に
おける（4））となった。また, 図4には2月から3月への
変化に関して, 推定された傾向スコアを用いて修正され
た平均購入金額（図2における（2））を二点鎖線で示し
た。

以上の数値より, 因果効果は2,034.655円（=4,666.461
－2,631.806）と推定された。一方, インセンティブを受
けたダイヤモンド会員（修正前の平均購入金額：5,568.149
円）とインセンティブ を 受 けなか った 一 般 会 員

（2,631.806円）の差は, 2,936.343円である。修正によっ
て約 900円の差が見られるが, 依然因果効果は正の値
であり, 1回の購入における平均金額は, インセンティブ
を受けた一般会員の方が受けなかった一般会員よりも4  無印良品メンバーであれば 10％割引で購入できるキャンペーン
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図3　傾向スコアの推定値
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図4　ポイントプログラムと効果検証結果
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約1.8倍（≒4,666.461÷2,631.806）高いことが示された。
したがって, 無印良品のポイントプログラムによって，顧
客ロイヤリティは高められており，顧客の消費行動は促
進されていると言える。

6．まとめ
本研究では, 傾向スコアを用いてロイヤリティ・プロ

グラムの顧客ロイヤリティに対する効果の推定方法を検
討した。分析に使用したデータは , 一般的なID-POS
データから容易に加工が可能な変数であるため, 共変
量や従属変数を各企業のプログラムに応じて変更する
ことで, 本研究における分析はさまざまなプログラムの
効果測定に使用することが可能である。
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